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10月（神無月） OCTOBER

9日・体育の日

株式会社は、権利内容が同一の「普通株式」
のほか、配当が優先するなど権利内容が異な
る「種類株式」を発行することができ、議決
権制限株式もその一つ。新会社法では、株式
譲渡制限会社に限り、これまで発行済株式総
数の2分の1までとされていた議決権制限株式
の発行限度枠を撤廃しました。

国　税／9月分源泉所得税の納付 10月10日

国　税／特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

10月16日

国　税／8月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 10月31日

国　税／2月決算法人の中間申告 10月31日

国　税／11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

（年間3回の場合）10月31日

地方税／個人の道府県民税及び市町村民税の第3期分

納付 市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（7月～9月分）10月31日

労　務／労災の年金受給者の定期報告

（7月～12月生まれ）10月31日

議決権制限株式の発行限度撤廃

1 0 月 の 税 務 と 労 務
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中
小
企
業
者
の
方
か
ら
、「
頭
の
テ
ッ

ペ
ン
か
ら
足
の
つ
ま
先
ま
で
資
金
繰
り

の
こ
と
で
い
っ
ぱ
い
で
あ
る
」
と
い
っ

た
こ
と
を
耳
に
し
ま
す
。

こ
の
話
し
は
金
融
機
関
に
対
す
る
期

待
が
「
い
つ
で
も
必
要
な
と
き
に
資
金

を
提
供
し
て
欲
し
い
」
で
あ
り
、「
事
業

を
も
っ
と
理
解
し
て
欲
し
い
」
と
い
っ

た
話
に
進
ん
で
い
き
ま
す
。

そ
し
て
、
そ
の
延
長
線
上
に
「
無
担

保
・
無
保
証
人
で
事
業
資
金
を
貸
し
て

欲
し
い
」
と
い
う
要
望
が
あ
り
ま
す
。

さ
て
、
国
民
生
活
金
融
公
庫
（
以
下
、

公
庫
）
の
経
営
改
善
貸
付
は
、
商
工
会
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表　国民生活金融公庫の融資制度 

図　国民生活金融公庫・事務手続について 

【普通貸付（マル普）】 

（１）個人又は法人で事業を営まれる方 

（２）金融、保険業、投機的な対象業種を除いて、ほとんど全ての 
　  業種の方が対象となる 
（注１）個人は貸付件数の60％位を占める 

個人、法人とも4,800 万円以内（注２）１件平均融資額：約770 万円 

保証人１名以上必要（注３）概ね１千万円超の融資額は担保物件が必要 

運転資金５年、設備資金10年 

融資対象者 

融資限度 

保証人及び担保 

融資期間 

融
資
条
件
等 

〈注〉（注２）は概数、（注３）は保証人を追加２人にして、実行することもある。 

【経営改善貸付（マル経）】 

（１）個人又は法人で常時使用する従業員が20人以下 
　  （商業・サービス業は５人以下）の事業規模の方 

（２）商工会議所・商工会等（以下、商工会議所等）の実施する経営指導を 
　  受けている方で、次の条件を全て満たしていることが必要 

　①原則として６ヵ月以上、商工会議所等の経営指導を受けていること 
　②最近１年以上、同一商工会議所等の地区内で事業を営んでいること 
　③所得税、法人税、事業税又は都道府県民税や市町村民税をすべて完納していること 

550 万円のほか別枠450 万円（注４）１件平均融資額：約340 万円 

必要なし（無担保・無保証人） 

運転資金５年、設備資金７年 

融資対象者 

融資限度 

保証人及び担保 

融資期間 

融
資
条
件
等 

〈注〉（注４）は概数 

マル普手続 
①
申
込 

②
受
付 

⑤
融
資
決
定 

通
知 

③
貸
付
担
当
者 

（
調
査
・
判
断
） 

④
貸
付
課
長
・ 

支
店
長（
調
査
・ 

判
断
の
確
認
と 

ま
と
め
） 

従業員100 人以下 
4,800 万円限度 

中
小 

企
業
者 

公
庫
・
支
店 

公
庫
・ 

本
店 

マル経手続 
①
申
込 

②
受
付 

③
経
営
指
導
員 

（
調
査
・
判
断
） 

④
金
融
課 

⑤調査・判断 
　の確認 

⑥融資決定 
　通知 

（
ま
と
め
・
推
薦
） 

従業員20人以下 
1,000 万円限度 

小
規
模 

企
業
者 

商
工
会
議
所 

お
よ
び
商
工
会 

公
庫
・ 

支
店 

無 保証人貸付 
担
保 



議
所
、
商
工
会
等
（
以
下
、
商
工
会
議

所
）
の
職
員
で
あ
る
経
営
指
導
員
が
、

経
営
指
導
を
行
っ
た
中
小
零
細
企
業
に

対
し
無
担
保
・
無
保
証
人
で
行
う
貸
付

制
度
で
す
。

無
担
保
・
無
保
証
人
貸
付
制
度
を
理

解
す
る
た
め
、
無
保
証
人
貸
付
と
担

保
・
連
帯
保
証
人
付
貸
付
（
い
ず
れ
も

公
庫
の
貸
付
で
す
）
を
比
較
し
な
が
ら

紹
介
し
、
次
に
、
無
担
保
・
無
保
証
人

貸
付
の
利
用
に
当
た
っ
て
の
注
意
点
を

説
明
す
る
こ
と
に
し
ま
し
ょ
う
。

マ
ル
普
貸
付
の
融
資
対
象
者
（
表
を

参
照
）
は
、
資
本
金
一
千
万
円
以
下
、

ま
た
は
従
業
員
一
〇
〇
名
以
下
の
中
小

企
業
者
で
あ
り
、
マ
ル
経
貸
付
の
対
象

者
は
従
業
員
二
〇
名
以
下
の
小
規
模
企

業
者
で
す
。

融
資
限
度
額
は
、
マ
ル
普
貸
付
が
四

八
〇
〇
万
円
、
マ
ル
経
貸
付
は
一
〇
〇

〇
万
円
。

さ
ら
に
、
融
資
条
件
は
、
マ
ル
普
貸

付
は
、
保
証
人
ま
た
は
担
保
が
必
要
で

す
が
、
マ
ル
経
貸
付
は
、
商
工
会
議
所

の
経
営
指
導
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
条

件
と
し
て
無
担
保
・
無
保
証
人
の
貸
付

と
な
っ
て
い
ま
す
。

で
は
、
平
成
十
六
年
度
の
貸
付
実
績

を
、
貸
付
件
数
お
よ
び
一
件
当
た
り
の

貸
付
金
額
で
み
ま
す
と
お
お
よ
そ
次
の

と
お
り
で
す
。

マ
ル
普
貸
付
…

貸
付
件
数
一
二
万
七
千
件

一
件
当
た
り
貸
付
額
七
七
〇
万
円

マ
ル
経
貸
付
…

貸
付
件
数
六
万
二
千
件

一
件
当
た
り
貸
付
額
三
四
〇
万
円

マ
ル
普
貸
付
と
マ
ル
経
貸
付
の
貸
付

件
数
ベ
ー
ス
は
と
も
か
く
、
平
均
貸
付

額
の
差
は
四
三
〇
万
円
に
な
り
ま
す
。

マ
ル
普
貸
付
は
公
庫
・
職
員
が
受
付
、

調
査
、
判
断
、
融
資
実
行
を
行
う
（
い

わ
ば
、
プ
ロ
パ
ー
貸
付
）
の
に
対
し
、

マ
ル
経
貸
付
は
、
商
工
会
議
所
・
職
員

が
受
付
、
事
前
調
査
、
事
前
判
断
を
行

っ
た
案
件
を
公
庫
が
確
認
し
融
資
実
行

を
す
る
（
会
議
所
の
推
薦
貸
付
）
も
の

で
す
（
図
を
参
照
）。

従
っ
て
、
無
担
保
・
無
保
証
人
貸
付

の
利
用
を
希
望
す
る
場
合
、
各
地
に
あ

る
商
工
会
議
所
の
窓
口
で
申
込
手
続
を

行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

さ
て
、
マ
ル
経
貸
付
の
利
用
を
す
る

場
合
は
次
の
二
点
に
ご
注
意
下
さ
い
。

①

マ
ル
経
貸
付
を
利
用
す
る
に
は
、原

則
と
し
て
六
ヵ
月
以
上
、
商
工
会
議

所
の
経
営
指
導
を
受
け
て
い
る
こ
と

商
工
会
議
所
・
経
営
指
導
員
の
六
ヵ

月
間
の
指
導
の
本
来
の
意
味
は
、
〝
不
良

債
権
の
防
止
〞
に
あ
る
、
と
言
え
る
で

し
ょ
う
。

商
工
会
議
所
・
窓
口
に
は
、
中
小
零

細
企
業
者
の
問
合
せ
、
あ
る
い
は
窓
口

相
談
の
大
半
は
、
飛
込
み
と
い
う
形
で

急
ぎ
の
資
金
申
込
み
の
話
で
す
。

申
込
者
が
取
引
金
融
機
関
に
融
資
を

申
し
込
ん
だ
が
断
ら
れ
た
の
で
相
談
し

た
い
、
あ
る
い
は
、
街
金
等
の
う
る
さ

い
所
か
ら
催
促
を
受
け
て
い
る
の
で
清

算
で
き
な
い
か
等
の
ワ
ケ
の
あ
り
そ
う

な
事
情
を
抱
え
て
の
相
談
が
か
な
り
あ

り
ま
す
。

対
応
に
当
た
っ
て
の
経
営
指
導
員
は
、

六
ヵ
月
間
は
融
資
は
出
来
な
い
こ
と
を

説
明
し
ま
す
。

す
る
と
、
事
業
者
の
半
数
近
く
は
当

初
訪
問
目
的
の
相
談
と
い
う
形
か
ら
、

商
工
会
議
所
へ
の
批
判
、
怒
り
に
変
わ

り
、
話
は
そ
の
ま
ま
に
な
っ
て
し
ま
い

ま
す
。

結
果
的
に
、「
六
ヵ
月
間
の
原
則
」
は
、

経
営
指
導
と
い
う
よ
り
不
良
貸
付
の
防

止
の
役
割
を
果
し
て
い
る
面
が
多
く
、

マ
ル
経
貸
付
の
利
用
に
つ
い
て
は
、
六

ヵ
月
位
先
の
資
金
計
画
を
も
っ
て
望
む

と
利
用
で
き
る
可
能
性
は
高
い
で
す
。

②

マ
ル
経
貸
付
は
、
公
庫
の
融
資
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
公
庫
と
の
良
好
な

関
係
が
必
要
で
あ
る

商
工
会
議
所
の
部
外
秘
で
あ
る
「
小

企
業
等
経
営
改
善
資
金
・
推
薦
要
領
」

の
中
に
あ
る
説
明
で
す
。

―
本
制
度
の
健
全
な
運
営
、
一
層
の

充
実
の
た
め
に
は
、
商
工
会
議
所
、
商

工
会
等
と
公
庫
の
密
接
な
協
力
体
制
を

維
持
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
不
可
欠
で

あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
本
制
度
に
お

け
る
資
金
貸
付
け
、
返
済
を
円
滑
化
す

る
た
め
に
、
今
後
と
も
一
層
の
協
力
関

係
の
構
築
に
努
め
る
も
の
と
す
る
―

中
小
企
業
経
営
者
の
方
の
中
に
は
、

マ
ル
経
貸
付
は
窓
口
の
場
所
が
違
う
の

で
、
公
庫
の
窓
口
で
は
融
資
を
断
ら
れ

た
が
商
工
会
議
所
か
ら
申
し
込
め
ば
成

功
す
る
か
も
し
れ
な
い
、
と
考
え
る
方

も
い
ま
す
。

図
に
あ
り
ま
す
が
、
公
庫
の
窓
口
で

断
ら
れ
た
場
合
は
、
商
工
会
議
所
の
推

薦
は
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
下

さ
い
。

な
お
、
業
績
が
回
復
し
て
き
た
な
ど

の
場
合
は
、
経
営
指
導
員
に
相
談
さ
れ

る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

3 10月号

1
普
通
貸
付（
担
保
・
連
帯
保
証
人
付

貸
付
、
以
下
、
マ
ル
普
貸
付
）
と
経

営
改
善
貸
付（
無
担
保
・
無
保
証
人
貸
付
、以

下
、マ
ル
経
貸
付
）
の
比
較

2
マ
ル
経
貸
付
の
利
用
上
の
注
意
点



10月号 4

ま
だ
ら
模
様
で
す
が
、
地
価
の
上
昇

が
見
ら
れ
ま
す
。

Ａ
弁
護
士
に
も
、
共
有
財
産
で
あ
る

土
地
を
マ
ン
シ
ョ
ン
業
者
が
買
い
に
来

た
の
で
、
兄
弟
関
係
の
利
害
を
調
整
し

て
欲
し
い
、
と
い
っ
た
依
頼
が
来
ま
す
。

Ａ
弁
護
士
は
不
動
産
関
係
の
依
頼
（
事

件
）
は
次
の
特
徴
が
あ
る
と
話
し
ま
す
。

自
分
で
努
力
し
て
購
入
し
た
土
地
な

り
建
物
を
何
ら
か
の
事
情
で
処
分
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い
っ
た
事
件
の

解
決
は
ス
ム
ー
ズ
に
い
く
。

一
方
、
親
か
ら
譲
り
受
け
た
財
産
を

巡
っ
て
の
事
件
、
い
わ
ば
、
自
分
の
苦

労
で
取
得
し
た
も
の
で
は
な
い
物
件
が

絡
む
事
件
は
、
時
間
が
か
か
る
し
、
必

ず
し
も
満
足
す
る
解
答
に
は
な
ら
な

い
。依

頼
人
は
少
な
く
と
も
、
弁
護
士
の

法
的
説
明
は
満
足
す
る
、
し
な
い
に
関

わ
ら
ず
、
き
ち
ん
と
受
け
止
め
る
必
要

が
あ
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

東洋思想の研究家で政財界に広く知られた
安岡正篤氏は、「人付き合いの五カ条」に、
次のことを述べています。
１　特段の用がなくても人を訪問する
２　特段の依頼でなく物を贈る
３　小さな約束を大切にし、守る
４　陰で人の悪口を絶対に言わない
５ お互いに困って頼みに行ったときは、
全力で助け合う
ここで特に注目したいのは、１と２の「特

段の用がなくても」、と「特段の依頼でなく」、
という箇所です。
中小企業経営者の方は、仕事での結び付き、

取引きで相手方との関係がある以上、どうし
ても、用があるから訪問する（用件対話をす
る）ことになりがちです。また、仕事上の世
話になったことから物を贈ることになりま
す。
“無用の用”という言葉がありますが、無

用のこと、つまり、用がなくても訪問する等
を大切にしたいものです。

人付き合い

弁
護
士
へ
の
依
頼

夫婦２人でそば店を経営して20

年になります。子供たちも成人し、

そろそろ老後の心配が出てきまし

た。

国民年金には夫婦で加入していますが受給

金額も少ないので、ほかに良い方法があれば

教えて下さい。

既にご夫婦で国民年金に加入され

ているとのことですが、国民年金の

受給額は40年加入しても１人月額

66,000円程度と老後を支えるには不十分です。

民間の個人年金制度もありますが、国の機

関である「中小企業基盤整備機構」が運営し

ている「小規模企業共済制度」を紹介します。

この制度は「事業主の退職金制度」といわれ

るもので、制度に加入できるのは小規模企業

（常時使用する従業員数が商業・サービス業で

５人以下、製造業その他で20人以下の企業）

の個人事業主か法人の役員です。

毎月1,000円から最高７万円の範囲内で掛金

を積み立て、共済金は一時金で受け取ります

が、希望によっては10年、15年の分割受け取

りも可能です。

この制度の一番のメリットは掛金全額を課

税所得から控除できるという点です。

例えば、課税所得金額が400万円の方が月

額３万円、年間36万円の掛金を納付すると所

得税、住民税合わせて10万８千円の税額が安

くなります（中小企業基盤整備機構のパンフ

レットより引用）。

共済金を受け取る時（共済事由）は、廃業

した場合、任意解約した場合などの４つで、

それぞれ受給金額が異なります。

現在の運用利回りは決して高くありません

が、税金面での有利性や、必要に応じて掛金

合計額の範囲内で事業資金の借入も簡単な手

続きで出来ます。

小規模企業共済制度




